
写真=的野 弘路

矢崎総業の本拠地「Y-CITY」
にある保育園は、同敷地内の
社宅や寮から歩ける距離にある。
児童全員が従業員の子供だ

創業1929年。自動車部品のワ
イヤハーネス大手。世界45カ
国、476の拠点があり、海外含
め約28万人が従事する。

［矢崎総業］

　2月下旬、静岡県裾野市のある保育
園。午後3時になると園児の出迎えで
にぎわう。ここは自動車部品大手、矢
崎総業（東京都港区）の企業城下町。東
京ドーム5個分の広大な敷地にグロー
バルの本社機能や工場、食堂、社宅、体
育館、プール、ショッピングセンター
などが集結する「Y-CITY」の一角だ。保

育園も矢崎総業の運営で、47人いる園
児の全員が従業員の子女である。
　「社宅からこの近さですし、ママ友も
同じ場所に住んでいますので、すごく
ありがたいです」。乳児 をベビーカー

に乗せ、2人の幼児を迎えにきた母親
（31歳）は言う。社宅の家賃は給与の5
％で数万円。保育園費は月7350円。社
宅も保育園も待たずに入れた。
　駐車場は無料。旦那はここから車で
30分ほどの沼津の事業所で働いている。
そこの社食は3食525円。考えられな
いほどの手厚い待遇だ。

　だが、矢崎総業は収益度外視の牧歌
的な企業、というわけではない。自動
車に組み込まれる電線「ワイヤハーネ
ス」を主力とし、米デルファイなどと
世界シェアでトップを争うグローバ
ル企業だ。非上場で利益は公表してい
ないが、2015年6月期の連結売上高は
前期比6.8％増の1兆6623億円。4年
間で規模を1.5倍に増やした。
　世界では、優良なファミリー企業と
しても名高い。世界トップクラスを誇
るスイスのビジネススクール、IMDに

よる表彰「IMDファミリービジネスア

「ノンフィナンシャルバリュー」
に重き
ファミリー企業は、目先の収益だけを追わない。従業員の雇用や地域共生といった別の価値も重んじる。
短期的にはコスト増となる。だが、長期的には企業へと還元され、永続性を高めている。

第2章

「家族経営」の
一体感
矢崎総業1

強さ
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強さの裏に「絆」あり

ワード」に選ばれた唯一の日本企業で
ある（40ページを参照）。
　収益だけではなく、ほかの価値、す
なわち「ノンフィナンシャルバリュー」
に力点を置くことで、結果として企業
としての競争力をつける。それこそが
矢崎総業の強さの源泉だ。

「工場より保育所を建てろ！」
　従業員とその家族全体が、一つの家
族のように生きることを是とする「家族
経営」の礎を築いたのは創業者である
矢﨑貞美。その長男で、2代目の矢崎
裕彦は、亡き父を「創業社長はもうすご
かったですよ」と振り返る。
　裕彦は父の急逝を受け1974年に社
長に就き、2002年、弟の信二に後を
託して会長となった。今回、8年ぶり
にメディアの取材に応じた裕彦は言う。
　「ワイヤハーネスというのは非常に
人手を必要とするでしょう。後工程で
作業する人を思いやらないと製品がう
まくできないわけ。そういう、相手を

思いやるというのを一番大事にして、今
日の矢崎総業ができた」
　曰く、裕彦が工場長をしていた頃、父
から怒りの電話がかかってきた。「おま
え、まだ保育所を建ててないのか！ 工
場を建てるのは後でいい」。保育園がま
だ少なかった時代、ほとんどの事業所
に保育所が設けられた。
　売店も全事業所に作り、「タダで勝手
に持っていけるようにしろ。従業員を
信頼しろ！」と言われ、裕彦は面食ら
った。この制度はさすがに1年でやめ
たが、裕彦は従業員を家族のように思
う父の思想を引き継いだ。
　裾野市に広がるY-CITYには現在、社
宅に541人、独身寮に152人が暮らす。
そこから車で30分、2008年、静岡県
御殿場市に竣工した「Y-TOWN」には
さらに快適な住環境がそろう。全国に
散らばる事業所全ての周辺にも借り上
げの社宅・独身寮が整備され、国内のグ
ループ従業員約2万人のうち4分の1
がその恩恵を受ける。月に数万円の家

賃負担で45歳まで住むことができるが、
十分に蓄え、“社宅定年”を待たずに家
を買う社員も多いという。
　思いは従業員の家族にまで及ぶ。14
歳になった従業員の子女を海外拠点の
ある国に連れていく「サマーキャンプ」
の参加者は4600人を超えた。従業員
の子女が矢崎総業に入りたいと言えば、
喜んで受け入れる。裕彦は「うちに就職
したいという子女は全部採れ」と人事
部に言いつけたこともあるという。
　こうした家族主義が、結果として矢
崎総業の競争力となっている。今では
親子3代が矢崎勤務というのも珍しく
はなく、貴重な戦力確保につながるほ
か、グローバル化にも寄与している。
　矢崎総業の競争力は、世界45カ国・
476拠点まで広がったグローバル網に
大きく依拠している。約28万人に膨れ
たグループ従業員の9割以上が海外だ。
　その網を築いたのは、僻地だろうが
奥地だろうが果敢に飛び込んだ日本の
社員の努力にほかならない。赴任者の

1兆
903億円

1兆
6623億円

会長
矢﨑裕彦

矢崎総業の連結売上高の推移
  （背景はY-TOWNにある社宅群）

「家族経営」を支える主な施策

全国に独身寮（家賃は給与の2%）、
と社宅（同5%）を整備。希望者はほ
ぼ全員、入居可能1

その

裾野市の「Y-CITY」には、社宅や寮
に加え、保育園、ショッピングセンター、
プール、居酒屋なども2

その

新卒内定者は、海外拠点の好きな場
所で1年間、自由に過ごす権利が与
えられる3

その

従業員の子女が14歳になると、タイ
やベトナムなどの拠点での異文化交
流に参加できる4

その

海外移転などで工場を撤退しても、
必ず介護などの新規事業で雇用を守
る5

その
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写真=2点：廣瀬 貴礼

地域とともに生きる
鈴与の企業城下町、
静岡県の清水港周辺

家族がそれに理解を示し、支えたから
こそ、28万人という巨大なグループが
形成されたのだ。創業家と従業員が信
頼関係で結ばれた一体感は、その海外
の従業員にまで浸透しつつある。
　例えば、中国の拠点では地方から出
稼ぎに来た若い女性工員のために、寮
や寮母、出身地別の料理、ネットカフ
ェなどを用意し、厚遇している。かい
あって労働争議が盛んになった2010
年、ある工場ではストライキがわずか
1日で収まったという。他の日系企業
では鎮圧まで数週間かかった。
　2013年に進出したパラグアイの拠
点では、パラグアイが唯一強いとされ
るビーチバレーの支援をしている。監
督を雇い、数人の従業員が午後に練習。
裕彦も「2020年の東京五輪を目指せ」
と激励した。その後、矢崎総業の競合
企業もパラグアイに進出。高い賃金で
引き抜きにかかったが、矢崎総業の現
地社員のほとんどが断ったという。
　家族主義の経営にかかるコストはや
がて、長期的には業績として返ってく
るのではないか。そう裕彦に水を向け
ると、「恩を返してもらおうと思ってや
ったらダメ。本気で思いやってやらな
いと分かってもらえない」と答えた。
　裕彦の目は今、社会全体との共生に
向いている。例えば、小さな子供
が森林で活発に遊び、自然
と触れ合う「森のようち
えん」を全国に作ろう
と画策している。矢崎
グループ以外の子供
も受け入れる考えだ。
　裕彦は「会長はそう
いうことを発想するの
が仕事。もうけること
は社長以下がちゃんと
やるべき。使うのは俺
に任せろ」と笑う。

会長
鈴木与平

　地域社会との共生、永続的な地域社
会への貢献。これらのキーワードでつ
ながる2つの家がある。静岡県を地盤
に物流や商社などを手掛ける鈴与（静
岡市）の鈴木家。そして、広島県福山市
を本拠地とする造船大手、ツネイシホ
ールディングスの神原家だ。
　鈴与は静岡では知らぬ者がいないほ
ど著名で、歴史は古い。1801年、清
水港で初代鈴木与平が船舶を利用した
物流業「廻船問屋」を始めたのがルーツ。
その末裔が、鈴木与平という名を8代
にわたり襲名しながら、200年超の長
い歴史を紡いできた。
　現在では、国内110拠点、約4500
台の大型車両を駆使した物流ネット
ワークを全国に築いている。物流・商
社機能のほかに、建設、不動産、ガソ

リン、食品、IT、スポー

ツ、果ては航空と業容は幅広く、国内
外に140以上の事業会社を持つ。その
ほとんどが地元・静岡地域に集中して
おり、静岡では圧倒的な支配力を誇る。
　非上場ながら矢崎総業同様、右肩上
がりの成長。2015年8月期、物流事業
の単体売上高は前期比5％増の1096
億円、経常利益は同10％増の約30億
円となり、6期連続の増収、3期連続の
増益となった。グループ全体の売上高
は非公表だが4000億円超と見られ、従
業員数は1万人以上に膨れている。

「地域に生かさせてもらっている」

　昨年11月、自身の長男である鈴木健
一郎に社長を譲った鈴与グループ会
長の8代鈴木与平は、現状を「地域から
生かされている」と表現する。
　「鈴与グループの一つひとつの事業
会社を見ると、全国や世界に通用する
特別なノウハウがあるわけでもありま
せんし、そう大したことはない。ただ、
ローカルでは圧倒的に負けないという
部分が今のうちの強みだと思うんです。

創業1801年（享和元年）。静岡
県の清水港周辺を地盤とする
総合物流・商社。建築や航空な
ど業種は多岐にわたる。

［鈴与］

「土着」の還元
鈴与グループ
ツネイシ
ホールディングス

2
強さ
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写真=左：田頭 義憲、右：陶山 勉

ツネイシの本拠地「常石工場」が
ある広島県福山市

特に、私がやってきたこの何十年とい
うのは、地域の中で生かさせてもらっ
ている、仕事をさせてもらっていると
いうことで強くなってきた」
　「ですから、この地域を除いてうちの
会社の存在ってあり得ないと思います
し、その分だけ我々は地域に対して還
元もしていかなきゃいけない。これは、
経営のロジックじゃないんです」
　鈴与は「共生（ともいき）」という企業
理念を掲げている。200年を超える歴
史を刻むことができた理由を、「常に地
域社会から必要とされる存在であっ
た」と考えているからだ。
　だからこそ、必要とされれば手を差
し伸べる。与平は「私はサッカーがあ
まり好きじゃなかったし、ビジネスに
ならない」と言うが、地元のJリーグチ

ーム「清水エスパルス」の運営母体が
経営難に陥った1997年、グループと
して支援することを決めた。誰も引き
受け手として手を挙げなかったため、
「応援せざるを得なかった」。
　航空事業も根底には共生の精神があ

る。「最後の地方空港」と言われる「富
士山静岡空港」が2009年に開港するま
で、様々な曲折があった。反対派の運
動に悩まされ、計画から20年以上がた
っての開港だったが、鈴与は一貫して
県を支えてきた。
　地元の静岡鉄道と共同でカウンター
や機体誘導など地上業務を行う新会社
を設立。さらに、AIRDO（エア・ドゥ）
やスカイネットアジア航空（現ソラシ
ドエア）が経営難に陥るなど逆風が吹
く中、静岡空港を拠点とするフジドリ
ームエアラインズ（FDA）を設立した。
　就航時は、北海道や沖縄便などドル
箱路線以外を嫌った日本航空と全日本
空輸の2路線を超える、3路線を飛ばし
た。今では名古屋・小牧空港と静岡空港
をベースに全国14都市、15路線を就
航するまでに成長した。与平は言う。
　「おかげさまで今、インバウンドで大
化けしていますが、そもそも我々は、百
年の計を考えたら静岡県に住む人にと
って大変な財産になると思い、
サポートしたわけです」

　「特に地方の一番のネックというの
は文化教育の問題なんですね。文化と
いうのは、人の交流で起こるんです。い
つまでたっても羽田に行かなきゃ外国
に行けない。それで静岡の自立なんか
ないじゃないかという話なんです」
　もはや、自治体であるかのような振
る舞いと発想。「いつかは国際線への挑
戦もしてみたい」と夢は膨らむ。
　ツネイシも鈴与と同じ価値観を抱く
一社だ。

地を離れるのは「会社が潰れた時」

　1903年、初代・神原勝太郎が帆船を
3隻買い、海運業を興したのがツネイシ
の発端。1917年には瀬戸内海に面した
旧沼隈町字常石の地（現・福山市）で造
船業にも進出。以降、この常石工場を
本拠地とし、主に大型のばら積み貨物
船やタンカー、コンテナ船などの建造
を手掛けている。
　2014年12月期、連結売上高は2899
億円。4期前から約100億円が落ちた
が、大型船建造シェアの約7割を中韓
勢が奪い、日本から造船のともしび
が消えつつある中、世界シェア7位
を堅持。健闘している、とも言える。
　当然、ツネイシも製造の海外シフ
トが進む。2015年のフィリピン・

セブ工場と中国・秀山工
場の建造数は34隻。本
拠地、常石工場の13
隻をしのぐ。従業員
数は海外含め約2万
3000人だが、うち
本社がある常石工
場は約4000人だ。
　だが、ツネイシ
グループの総帥、神
原眞人は、「創業の地
を離れることは絶対に
ない」と言い切る。

創業1903年。福山市沼隈町を
地盤とする、造船・海運会社。
近年はフィリピンと中国の工場
の建造能力が日本を上回る。

［ツネイシホールディングス］

代表
神原眞人
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注： 対象は東証1部、2部をはじめとする全上場企業約2300社
出所：『ファミリービジネス白書 2015年版』

自己資本比率、総資産利益率の比較

  ファミリー企業 53.7％ 5.9％
  非ファミリー企業 43.6％ 5.1％

総資産
利益率

自己資本
比率

　「沼隈で育って生まれた企業。それを
どこかへ離れるということは、あり得
ないですよ。僕が死んでもそういうこ
とはあり得ない。会社が潰れた時でし
ょうね、離れるのは」
　神原がメディアのインタビューに応
じるのはこれが初めて。3代目の社長を
務めた神原は、1992年に弟の治に譲り、
2007年には取締役も退任した。だが、
グループの人間は今でも神原を「代表」
と呼ぶ。その言葉は絶対である。理由
は、町とともに育った歴史があるから
にほかならない。
　貧しい漁村だった沼隈の地は、造船
業とともに豊かになった。神原の祖父、
初代は学校や育英会を作り、父の代で
は無医村だった沼隈に医者を呼び、障
害者施設なども造った。人が増え、地
元の協力会社を含め数千人、その家族
を含めれば数万人をツネイシが支えた。
裏を返せば、ツネイシも数万人に支え

られたからこそ、今日がある。
　造船不況に陥り、造船工が若者から
敬遠されるようになってもなお、ツネ
イシで働いた親の子息が雇用を連続さ
せてくれた。この町とともに育った原
体験は、海外にも引き継がれている。
　セブ工場がある町では、学校や病院
を支援するなど、利益を還元している。
グループのオーナーである神原は言
う。「僕は配当しろと言ったことは1回
もないと思いますね、一生を通じて。だ
からその地域に再投資と言いますかね、
いろいろなことを含めてしていけばい
いんだと思っています」。

相互に依存するファミリーと地域

　地域を助け、地域に助けられる。地
方活性化とファミリー企業の相関関
係は、学術界からも注目を浴びている。
　「肌感覚としては、地域活性化はファ
ミリービジネスの振興と比例すると考

えている。地方名産品など、ファミリ
ービジネス自体が地域資源化する事例
もいくつもあり、両者は相互に依存関
係にある」
　慶応義塾大学教授で経営学を教える
飯盛義徳は、こう話す。
　「土着」は経済合理性にかない、企業
を強くするという話なのだが、ファミ
リー企業は論理でそうしているわけで
はない。宿痾のようなものだ。
　自らが大切にする価値は自らが決め
る。多くのファミリー企業は、だから
こそ株式を公開せず、持ち続ける。矢
崎総業も鈴与も、ツネイシも、口をそ
ろえて上場は「あり得ない」とする。神
原はその覚悟をこう語る。
　「同族経営というのは、本当に真剣に
永遠に責任を持って経営していかなき
ゃいけない。やり遂げたことの満足度
は高いけれど、つらいことも山ほどあ
る。逃げ場がどこにもないですから」

データが示すファミリー企業の実力
ァミリー企業は収益面でも非ファ
ミリー企業より強い。昨年末、そん

な調査報告がまとまった。
　日本経済大学の落合康裕准教授らが
中心となって実施した調査によると、ファ
ミリー企業の自己資本比率の平均値は
53.7％（5期の平均）。非ファミリー企業
を約10ポイント上回る結果で、経営の安
定性が裏付けられる。
　経営資源をいかに効率的に活用して
利益に結びつけているかを示すＲＯＡ（総
資産利益率）を比較しても、ファミリー企
業は非ファミリー企業よりも優位に立つ。
ファミリー企業の5期の平均値は5.9％と、
非ファミリー企業の5.1％を上回る。
　この調査を監修した日本経済大学の

後藤俊夫・経営学部長は、「研究が先行
する欧米での調査で、ファミリー企業が非
ファミリー企業よりも経営指標で勝ってい
ることが分かっていたが、日本でもそのこ
とがデータで裏付けられた」と解説する。
　こんな調査結果もある。クレディ・スイ
スは、時価総額10億ドル以上の世界の
上場企業を対象に、創業一族の株式持
ち分比率が20%以上のファミリー企業
を洗い出し、920社をインデックス化した。
これと、世界の上場企業のインデックス
（MSCI ACWI）を比較したところ、1995
年から2014年までの売上高成長率は、
ファミリー企業が10％で、MSCI ACWI

の7.3％を上回った。
　その理由をクレディ・スイス銀行東京

支店の大橋雅英・プライベート・バンキン
グ本部長は、こう分析する。「ファミリー企
業の経営者は決断が速い。成長できる分
野を素早く取捨選択し、資源を集中して
いるのだろう」。
　とかくファミリー企業は長期的視点に
立った経営をすると言われる。しかしデー
タを見る限り、非ファミリー企業よりも素
早い経営判断をするという特徴もある。

フ
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写真=的野 弘路

　ファミリー企業はとにかく従業員を
大切に扱う。特に「雇用の維持」は共通
する。ただ、ほとんどの場合、どんな
に努力をしても成果を出しても「絶対
に社長にはなれない」。そこになぜ人が
集まるのか。何をモチベーションとし
て働くのか。
　和菓子の名店、虎屋（とらや、東京
都港区）がその謎を解く。
　虎屋の創業は諸説あるが室町時代後
期とされ、以降、5世紀にまたがって
黒川家が繁栄を続けてきた。現在の当
主、17代目の黒川光博は「味だけでは
こんなに長く続きません。人を大切に
してきたという歴史がある」と言う。
　それは昭和の時代に入ってからも変
わらない。先進的な人事制度を次々と
取り入れていった。
　「みんながみんな、社長になりたいわ
けじゃないですし、同じようにみんな
が課長にも部長にもなりたくないんで
すよ。ただ、菓子を作りたいと。虎屋
はそういう人に支えられてきた」
　そこで、必ずしも管理職を目指す必
要はなく、製造の専門職のままでもよ
しとする職能制度を1976年に敷いた。
評価されれば、「それはもう部長なんか
よりよっぽど待遇がいい」（黒川）。
　同時に男女、学歴問わず、全員の昇
給曲線を一本化している。銀行勤務を
経て69年に虎屋に入社した黒川は「男
女雇用機会均等法が施行されるといっ
ても、うちは何も直すものはなかった」
と誇らしげに話す。
　91年、社長を継いだ黒川は、通年採
用を積極的に実施。年中、人が入って
くるようになった。「5月以降に入って

くる人と公平でない」として、2005年
には4月の入社式を廃止。2011年には
「平日にやるのは企業の都合」とし、土
日休日の採用試験を始めた。そんな土
壌の虎屋は今、あらゆる従業員にとっ
て「自己実現」の場となっている。

「洋菓子屋にしてもいい」

　2006年に新卒入社した本田順子も
その一人。お菓子作りに携わりたかっ
たが、大学は栄養学部。和洋菓子の名
店は専門学校卒を求めており、「大卒で
経験ない人間を採ってくれるのは虎屋
しかなかった」と振り返る。
　希望通り、製造部門でイチから和菓
子作りを学んだ。虎屋のパリ支店で数
カ月、2度にわたって働いたこともある。
「パティシエにも憧れがあってパリで
お菓子を作るという夢がかなった」。
　著名人と一緒に東北であんこを作る
というイベントにも携わった。「虎屋と
いう看板があるからこそ、得難い経験
ができる。ここは、やりたいって思っ
たことができる会社」。
　各自が自己実現することはすなわち

活躍することであり、それがいつか虎
屋に返ってくればいい。そう考える黒
川は、どこまでも人を思う。
　「その人たちが生き残るために虎屋
が洋菓子屋さんにならざるを得ないん
だったら、それもありだと僕は思いま
すよね。変えたっていいじゃないです
か。黒川家は和菓子にプライドを持っ
てきたけれど、そんなのはみんなをダ
メにするほどのものじゃない」

＊　　　　＊　　　　＊

　「ファミリービジネスは決して恥ず
かしいものじゃない。日本経済を支え
る、主役なんだ」。一昨年、ファミリ
ー企業のオーナーが集う会合で、日本
経済大学経営学部長の後藤俊夫はこう
言った。すると、オーナーの一人がす
すり泣きながら、「自分の存在を日陰だ
と思っていた。肯定的に言われたのは
初めてです」と話したという。
　「日本における問題は、マスコミ、学
術、そして行政のファミリー企業に対
する理解が遅れていること」。後藤はそ
う指摘する。学びは欧州にある。

社長
黒川光博

創業は室町時代後期。和菓子
大手。1991年に父から社長を
継いだ黒川光博社長は初代か
ら数えて17代目。

［虎屋］

「自己実現」に集う
虎屋3
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同族だから強い


